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実証実験報告書



《その他》
・事業者では職種欄の追記が必要であった。
・定期健康診断とSAS検査結果の個人特定（ひも付け）が必要であった。
・健診結果が重症値であるにも拘わらず、「就労可」となっているケースもあったが、再確認
が必要と思われた。

《健診結果の現状》 ・・・不備が目立った

・記載漏れ（健診日、生年月日、性別の漏れetc）があった。

・特に健診日の漏れは216件（約10％）もあった。

・手書きの場合は、検査数値・判定内容等の記載内容が読めない文字が多かった。

・胸部レントゲン、心電図の判定結果が未記入の場合もあった。

《OCHISの対応》 ・・・入力までの作業に苦労
・健診結果の不備や漏れは、事業者から健診機関への再確認が必要であったため、正デー
タとして入力できるまでにかなりの時間を要した。
・同一事業所内で複数の健診機関で受診している場合は、フォーマットや判定内容の文言
検査数値の基準まで異なり、入力までの準備に多くの時間を費やすこととなった。因みに
50人未満の事業所で、健診機関が11か所というところがあった。

システムによるサポートが必要

① 健診結果の取りまとめ
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エントリー事業者 30社 2,179人

受領方法 （紙ベース） 26社 87％ 1,612人

（データ形式） 4社 13％ 567人

●ＳＡＳ検査結果あり 11社 37％ 416人
＊判定414人

19％

＊問合せのみ ４社
＊申し込み後のキャンセル ３社
（キャンセルの理由）
・一旦申し込んだが、担当者が多忙になり手が回らなくなったので、健診結果の整理ができない
・個人情報を懸念した労働組合を説得できなかった 等

② 事業者数及び健診データ数
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＊ハイリスク者に該当すると、脳・心臓疾患にかかる確率が急増する。

・ハイリスク者ゼロという事業
者がある半面、実に38.5％と

いう事業者もあり、各社のば
らつきが大きい。

・事業者の健康度は一般的
に平均年齢や事業所規模に
よる影響を受けやすいと考え
られるが、決してそれだけで
はなく、継続した健康対策の
取り組みが成果を上げてい
ると推測される事業者もあっ
た。

◆ 事業所別ハイリスク者の内訳
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№． 事業所名
所在地

（都道府県）
平均年齢
（歳）

健診データ人数
★三重奏
該当人数

★四重奏
該当人数

ハイリスク者
割合（％）

1 27010003 大阪府 49.3 11 0 0 0.0 

2 22010001 静岡県 51.9 48 4 1 10.4 

3 23010002 愛知県 46.5 35 8 2 28.6 

4 27010004 大阪府 55.3 29 3 0 10.3 

5 12010005 千葉県 47.7 139 13 1 10.1 

6 24010007 三重県 46.3 51 2 1 5.9 

7 25010006 滋賀県 44.2 23 2 1 13.0 

8 03010008 岩手県 46.9 133 12 4 12.0 

9 14010009 神奈川県 43.3 90 7 1 8.9 

10 12010010 千葉県 49.3 74 14 1 20.3 

11 46010011 鹿児島県 51.2 13 3 2 38.5 

12 27010013 大阪府 43.4 221 25 3 12.7 

13 26010015 京都府 36.5 94 4 1 5.3 

14 27010014 大阪府 52.8 55 9 1 18.2 

15 33010017 岡山県 43.6 26 0 0 0.0 

16 13010020 東京都 52.7 9 2 0 22.2 

17 15010019 新潟県 46.0 9 0 0 0.0 

18 21010016 岐阜県 50.7 75 3 2 6.7 

19 23010012 愛知県 46.8 34 5 0 14.7 

20 27010018 大阪府 40.1 71 3 1 5.6 

21 15010022 新潟県 47.8 40 4 1 12.5 

22 20010021 長野県 46.2 302 22 5 8.9 

23 22010023 静岡県 48.9 66 8 1 13.6 

24 10010026 群馬県 45.1 216 20 2 10.2 

25 13010027 東京都 46.7 37 8 0 21.6 

26 14010024 神奈川県 47.5 62 6 1 11.3 

27 14010025 神奈川県 50.8 105 19 7 24.8 

28 25010028 滋賀県 46.0 40 6 0 15.0 

29 26010030 京都府 45.3 23 5 0 21.7 

30 27010029 大阪府 49.8 48 6 1 14.6 

合計 46.3 2,179 223 40 12.1 



A.ドライバー

1,615人(46.5歳）
B.ドライバー以外
564人（45.8歳）

「A.ドライバー」の有所見率が
「B.ドライバー以外」よりも高い項目
を赤字で示した。
「死の四重奏」項目以外にも、
有所見率が高い項目が多い。

特に収縮期血圧の有所見率は
7.6％も高く、健康起因事故との
関連性において大いに懸念される。

◆ 検査項目別有所見率の比較 「ドライバー」と「ドライバー以外」

死の四重奏
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① 《四重奏》該当者のリスク度
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★収縮期高血圧高位順 治療①は血圧値 治療②は脂質異常 治療③は血糖

ドライバー1,615人中40人が該当 平均51.0歳 平均BMI29.4

四重奏 年齢 BMI
収縮期

血圧

拡張期

血圧

中性

脂肪
HDL LDL HbA1c 血糖値 SAS 治療の有無① 治療の有無② 治療の有無③

1 59 28.0 258 134 221 55 153 135 治療中

2 55 32.5 188 120 165 53 195 116 治療中：高血圧

3 42 29.9 188 105 232 51 190 7.1 133

4 47 27.1 186 107 154 56 138 6.4 134

5 63 23.0 170 98 239 82 116 137 治療中

6 44 28.3 167 98 121 65 143 7.5 治療中 治療中

7 42 29.7 167 96 474 43 104 7.3 治療中 治療中

8 50 39.1 166 108 94 62 157 6.6 115

9 37 29.3 162 84 202 56 140 5.0 112

10 58 28.8 161 85 257 39 177 115

11 41 28.9 160 108 171 42 163 6.0 79

12 57 27.4 159 111 168 40 147 5.7 120

13 50 27.2 158 104 284 54 134 5.7 116

14 54 28.4 158 86 279 31 105 201

15 49 36.1 156 95 401 43 144 145

16 61 22.8 156 83 79 49 223 157 C

17 45 27.7 154 102 179 39 88 5.5 122

18 66 25.9 154 87 80 92 161 127

19 40 47.7 154 83 140 50 193 6.4 105 D+

20 43 29.4 153 101 201 64 204 128

21 59 33.5 150 94 240 48 159 7.8 133 治療中

22 62 29.7 149 87 152 37 140 7.2 152

23 50 28.1 148 106 80 56 151 118

24 45 27.7 146 97 223 56 188 6.5 治療中

25 61 27.6 146 92 314 45 99 6.9 148 受診中 受診中

26 58 29.5 146 86 347 47 78 162 D 治療中 治療中 治療中

27 46 32.0 146 84 174 55 157 124 治療中：糖尿病

28 61 28.1 144 74 391 50 70 6.5 治療中 治療中

29 52 28.3 143 74 252 55 151 6.2 103 治療中

30 54 26.1 142 91 117 57 150 124

31 63 25.6 141 92 59 118 121 113 治療中

32 60 23.9 141 92 208 61 123 6.0 90

33 41 27.6 140 100 250 56 168 6.5 C

34 45 31.6 140 75 207 45 159 125

35 50 27.0 136 90 365 37 152 6.9 266 治療中 治療中

36 53 28.0 135 92 111 38 153 6.1 116

37 43 45.9 134 96 143 48 164 281 治療中 治療中

38 51 24.4 132 90 176 46 198 5.9 121

39 41 25.4 126 98 1,733 29 49 6.2 97 D

40 40 29.3 119 94 386 41 136 136



『受診中』に惑わされないための再検討

治療中（受診中含む）と記載のあった人の健診結果が、各3項目で下記基準か
ら外れている人をコントロール不足者としてカウントした。

一般的には問診票にて「治療中」・「受診中」と記載があればフォロー対象リスト
から外れる（特定保健指導同様）。
しかし、35ページ、36ページの四・三重奏のハイリスク一覧では、約3割に治療

中の表示がある。最もリスクの高い重症者が、コントロール不良のまま放置さ
れていれば、表示に惑わされない踏み込んだ指導は不可欠となる。

項　目
治療中と記載
（人数）

コントロール不足
人数

治療コントロール不足と判断する条件

血圧値 231 91 収縮期140以上または拡張期90以上

脂質異常症 102 49
HDL40未満
LDL140以上
中性脂肪150以上　＊いずれかに該当

糖尿病 86 28 HbA1c7.0以上

《コントロール不足が想定される対象者人数》
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その他 『受診のあり方』３－５



 継続的に受診しているが、漫然と通院しているだけ

 適切な治療が施されていない

 セカンドオピニオンが必要

 医者の指示に従わない

（薬を飲まない・アドバイスを守らない等）

＊受診はしているが、「治療効果が上がっていない」と予想されるケース

＊問診票には「受診中」と記載しているが、実は受診していない、中断してい
るケースもあるため、重症者のすり抜けや放置が懸念される。健診結果が明
らかに異常値を示している場合は、本人任せにせず、受診確認等を定期的に
行う必要がある。
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実証実験に参加した30社すべてからアンケートの回収が得られた。
事業者規模も10人～2,000人（担当者申告）とバラつきがあり、取り組み格差が予想さ
れる中から、多様な回答を得ることができたことは、有意義であったと思う。

実証実験参加事業者は、企業規模に拘わらず、セミナーの参加や全ト協の広報誌、
HP等を通じて本事業を知ったため、相対的に健康意識が高いのではと推察される。

一部大手の事業者を除き、多くの事業者が「必要性は感じているが方法がわからな
い」等を本事業参加へのきっかけとして挙げていて、「ナビシステムを引き続き利用し
たい」と答えていることから、事業の目的である、「ハイリスク者の見える化」と、健康支
援の一歩がまず踏み出されたと言えるのではないか。

４．アンケート調査の集計と所感
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Ⅲ運輸ヘルスケアナビシステムにより見えてきた健診結果や集計等をどのような形で活用されましたか。
（される予定ですか）【複数回答可】

① 安全衛生委員会・役員会・研修会等の社内で発表 17
② 社内広報誌に掲載 2
③ 安全・健康対策の年間スケジュールの作成（見直し） 7
④ 健康診断取り扱い規定を作成 1
⑤ 産業医に相談 3
⑥ 未受診者の指導 5
⑦ 元請け会社に報告 0
⑧ 監査で活用 1
⑨ 協力会社に公開し、安全・健康対策を要請 0
⑩ 従業員の健康づくりや予防に役立つ社内イベントを企画 7
⑪ その他 3
⑫ 未回答 2

⑪ その他
・今後の事業内容を検討する際に使用
・ここまではすでに自社でできているので活用する予定はない
・ハイリスク者への個別指導
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ナビシステムの活用法については、安全衛生委員会・役員会・研修会などで発表という事業者が17社と突出している。それは、｢会社全
体の健康度が同一基準で見える｣ことが、相当インパクトがあったのではないかと思われる。

次に、安全健康対策の年間スケジュールの作成（見直し）や、健康づくりのためのイベントを企画するが７社ずつと続いており、社内で
のアクションに繋がっていることは、大きな成果と捉えることができる。

また、監査で活用するという事業者が１社あったが、監査への活用はぜひ他社へも紹介したい。

その一方で、大手（１社）は、社内システムとの比較のため実証実験に参加したという経緯から、｢今まで以上の活用法はない｣と答え
ている。大手には自社のマンパワーとノウハウ及び資金力を活かして、更なる推進を期待したい。

しかしながら、ナビシステム構築の本来の目的が、「自社のみでは対応しきれない」という中小規模事業者をターゲットとしていることから、
「対策の必要性を十分に認識しているが、ハードルが高い」というような、全国の中小事業者への利用拡大にむけてのアプローチがより重
要になると思われる。



◆事業者が独自に健診結果を扱うことの難しさを再認識することとなった。実証実験
の参加事業者でも約9割が紙ベースであったことは、ハイリスク者が見えていなかっ
たと推察する。したがって、システム化により『見える化』を行うことこそが、事業者に
おける安全・健康対策のスタートになると確信するものである。

◆トラック事業者の場合、50人未満が9割以上を占めるため、ほとんどの事業者が法
定上産業契約を必要としない。したがって事業者の多くが、医療や労務管理上のア
ドバイスを得ることが容易でない環境にあるといえる。運輸ヘルスケアナビシステム
は、受診勧奨や労災二次健診（精密検査）への誘導が容易であるため、管理者の
支援ツールとして十分に機能を発揮するのではないか。

◆システムはエクセル仕様を取り入れ、事業者内で加工編集が可能であるため、使い
やすいとの評価を得たが、アンケート回答からは、パソコンに不慣れな人でも簡単に
操作できるようなバージョンアップが望まれている。

（１）システム化の必要性
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まとめ



◆実証実験参加により、事業者内での意識変化や健康推進室設置等という、多様な
効果が表れている。その一方で、労災二次健診の活用は、2社に留まっていている。
受診のタイミングが合わなかったなどの理由があるものの、制度活用については、
さらなる周知やサポートが必要であるといえる。

◆事業者の多くが継続してナビシステムを利用したいと答えている。さらに、システム
の有効活用方法やアドバイスを求めているため、今後はグッドプラクティスの紹介や、
事業者間の情報交換会などの企画を検討してはどうか。

◆基本項目である定期健康診断とＳＡＳ検査をベースに、任意項目の軽度認知障害
（ＭＣＩ）・残業時間・事故歴・適正検査の情報を付加することにより、高齢者対策、事
故防止など多様な活用が可能になるのではないか。

◆健診結果で『受診中』と記載していた人の多くが、重症者及び三・四重奏者であった。
『受診中』であるからと放置せず、受診状況の確認・指導が不可欠である。

＊労災二次健診については、CDに同封している全ト協の『健康起因事故防止マニュアル』を参考にされたい。

◆残業時間の入力により、個人の健康状態（基礎体力）と労働時間等の働き方（働
かせ方）が一連で把握できる。過労死対策の一指標として活用されたい。

（２）有効活用に向けて
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◆健診結果による経年比較が十分に可能である。効果は約２～３年で改善の兆しとし
て見えてくると思われる。

◆ＢＭＩ、血圧は測定が容易である。またその改善効果を社内キャンペーンとして導入
（予定）している事業者もある。

◆定期的なアンケート調査実施により、モチベーションアップの状況やその波及効果
が見えてくる。

◆事故率、休業日数、労災件数などの数値変化も大いに期待できる。またその波及
効果を金額ベースに換算するなど、中長期的な分析も検討の余地がある。

◆事業者独自の踏み込んだクロス分析も期待したい。

◆点呼時の活用法についてはまだ未知数であるが、システムより浮上したハイリスク
者に対しては、運行管理上の細やかな配慮を行うなど、特に踏み込んだ指導が望ま
れる。

（３）評価測定のあり方
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◆トラック業界における過労死問題は、最重要課題となっている。背景には荷主が絡
む待ち時間の問題、不規則勤務、人材不足、過剰な時間外労働、企業のコンプライ
アンス問題など、社会的複合要因があるものの、ナビシステムから見えてきた健診結
果を参考にした、有効な過労死対策の検討が望まれる。

◆ドライバーの健診結果がドライバー以外との比較において非常に憂慮すべきもので
あることが鮮明に浮上した。労働環境が健康格差を助長することのないよう、業界全
体でのさらなる取り組みが不可欠と言える。

◆Ｇマーク査定の加点条件を検討されたい。

◆フォローの在り方まで踏み込んだ、協会における適正化事業への活用。

◆2018年度はスタート拠点とし、利用事業者拡大と自立支援を優先すべきと考える。
個別事業者への具体的フォローについては検討課題とされたい。

（４）検討課題



◆トラック業界における定期健康診断のフォローアップは長年の懸案事項であったが、よう
やくその仕組みの手法が見えてきた。今後は紙ベースでの対応に苦慮している中小事業
者へのナビシステム利用を呼びかけ、利用拡大を図ることが急がれる。

◆拡大に向けては、従来からの周知方法に加えて、健診機関への協力によるペーパーレス
化も視野に入れるべきである。これにより事業者の負担軽減とスムーズな健診結果の受
け渡しが可能になる。

◆特定保健指導を行っている健保組合との連携強化はフォローアップの側面で大変有効で
あるため、協働事業が望まれる。

◆元請け企業の協力会社への働きかけや指導はグループ全体の底上げに寄与するもので
あるため、リーダーシップを期待したい。

◆ナビシステムは定期健康診断だけでは得られない、職種、ＳＡＳ項目、運輸業界ならでは
の項目がある。次世代におけるビッグデータとしてその活用が望まれる。

（５）展望
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・個別事業者への個別説明とアドバイス

・事業所間の情報交換会

・全ト協主催のセミナー

・全国拡大に向けて

・協力会社への指導と要請

・健診機関とのタイアップと特定保健指導の活用

２０１７年度実証実験

手書きからシステム化へ

さらなる活用

・点呼時（適性検査・事故歴）

・高齢化対策（軽度認知障害MCI）

・過労死対策（残業時間）

・運輸業界のビッグデータ
評価測定

・健診結果の改善

・意識評価（コミュニケーション力の向上、モチベーションアップ等）

・数値評価（労災件数の減少、休業件数・日数の減少等）

利用事業者の拡大

システムのバージョンアップ

事業者へのサポート

（６）今後の展開


